
 

 

 

（資料２） 報告書のポイント（案） 

 

 

 
１．基本的な状況認識 

○ 市町村合併の進展により市町村の規模が大きくなることなどにより、住民の

声が届きにくくなっているのではないか、周辺部が取り残されるのではないか、

地域の伝統・文化の継承・発展が危うくなるのではないか等の懸念が現実化。 

○ また、近年、地方は極めて厳しい財政状況に直面。同時に、人口減少や少子

高齢化の進展が住民の負担能力を制約。こうした経営資源の制約の一方で、少

子高齢化の進展や男女共同参画社会の形成に伴い、私的活動であったものが公

共的サービスなどに変わることにより「公共」の守備範囲が拡大している。 

○ こうした中にあっては、地域コミュニティやＮＰＯ、その他の住民団体など

公共的サービスの提供主体となり得る意欲と能力を備えた多様な主体が力強く

「公共」を担う仕組みや、行政と住民が相互に連携し、ともに担い手となって

地域の潜在力を十分に発揮し、地域力を創造する新しい仕組みが必要である。 
 

 

 

 
２．基本的視点 

１ 「新しい公共空間」の形成 

○ 地域コミュニティをはじめとする地域における様々な主体がそれぞれの立場

で新しい「公共」を担うことにより、地域にふさわしい多様な公共サービスが

適切な受益と負担のもとに提供されるという公共空間（＝「新しい公共空間」）

を形成していくという視点に立って、具体的な方策を検討する必要がある。 
 

２ 地域の多様な力を結集した地域力の創造 

○ 人材力は地域活性化の根源的要素。地域資源の発掘、再生、創造に向けた取

組に人材力を結集する必要があり、この点、地域コミュニティ等の活動は極め

て重要な要素。地域コミュニティ等が、地域力の向上など地域の目的を共有し、

相互に役割分担しながら結集していくことができるような仕組みが必要である。 
 

 

 

 
３．具体的な方策等 

１ 新しい地域協働の主体 

○ 町内会や自治会など、伝統的に地域における公共的サービスを担ってきた組

織は、住民の連帯感の希薄化、加入率の低下等の問題に直面。今後は、地域コ

ミュニティ組織、ＮＰＯ、マンション管理組合、事業所、地域の金融機関など

多様な組織を地域における公共的サービスの提供主体として捉えることが重要。 
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２ 新しい地域協働の仕組み -「地域協働体」 

○ 地域における住民活動や地域協働を強化・再構築していく観点からは、地域

の多様な主体が力を結集し、相互に連携・分担して住民ニーズに対応した公共

的サービスを効果的・効率的に提供していくための新しい仕組みが必要。具体

的には、地域における公共的サービス提供の核となり、地域コミュニティ組織

等など地域の多様な主体による公共的サービスの提供を総合的、包括的にマネ

ジメントする組織（「地域協働体」）の構築を推進していくべきである。 

○ その際、自治会や町内会など地縁に基づく団体との関係については、地縁団

体が地域住民を比較的網羅的にカバーしていることなどを踏まえ、情報提供活

動で連携することが有効。両者の関係構築のための方策としては、例えば、地

縁組織の代表者や推薦者を地域協働体のメンバーとすることなどが考えられる。

なお、地縁団体それ自体が地域協働体に相当する役割を担うことも想定される。 

○ また、地域協働体と機能組織（テーマ性を持ったＮＰＯ等）の関係について

は、例えば、地域協働体の活動テーマごとに設けられた部門等の活動で連携す

ることが効果的な連携の方策であると考えられる。 

○ 国においては、本報告の内容等を踏まえ、地域協働体を地域における公共的

サービス提供の一つのモデルとし、地域協働体の立ち上げや初期段階の運営に

係る経費等について支援する実証的な事業を来年度から実施すべきである。 
 

３ 地域協働体の取組の契機と発展プロセス 

○ 地域協働体の創設にあたっては、市町村等が地域住民や諸団体に対して地域

協働体創設の検討のための場の設置を働きかけることが有効。その際、地域住

民の自主性を重視することが必要であり、この観点からは、防犯・防災や高齢

者の孤独死対策など、具体的課題を地域住民等に投げかけることが重要である。 

○ また、市町村等においては、特に取組の初期段階において、コーディネータ

ーとして職員を検討の場に派遣することや初期費用の負担など、人材面、資金

面等のイニシャルコストを負担することが有効。また、例えば、イベント組織

が恒常的な地域福祉組織にステップアップするときなど、コミュニティ組織等

の活動密度の変化が大きいタイミングに政策を打つことが効果的である。 
 

４ 地域協働体と地域自治区制度の連携 

○ 住民自治の強化や住民と行政との協働の推進などを目的とした地方自治法上

の制度として、地域自治区制度が第２７次地方制度調査会の答申を踏まえ制度

化されているところであるが、その際、地域において住民が公共的サービスの

提供を実行する仕組みについては、地域の実情に応じ、地域において適切な取

組が実行されていくことが期待されていたところ。 

○ この点、地域における取組の実態としては、地域自治区とともに地域協働体

が創設され、両者が有機的に連携することにより、地域における住民による公

共的サービスの提供のより一層の充実、住民自治の強化や住民と行政との協働

の推進が図られている事例が見られるところ。 
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○ 地域協働、住民自治、住民と行政との協働等を実質的に拡充する観点からは、

地方公共団体において、例えば、住民による地域の公共的サービス提供を担う

実行組織としての地域協働体の立ち上げと並行して、地域自治区を設置し、地

域協議会と地域協働体のメンバーを重複させることなどにより、地域協働体と

行政が有機的に連携を図ることが重要。なお、その際、地域協働体と地域自治

区の対応関係、立ち上げ・創設の前後関係は、地域の実情に応じて多様なもの

が考えられる。 
 

５ 地域協働体と地域コミュニティ組織等のガバナンス 

○ 地域協働体や地域コミュニティ組織等においては、意思決定プロセス、会計

管理、対外的な透明性について、適切なガバナンスを確保することが重要。ま

た、これらの要素は、行政支援の重要な条件と考えられる。 

○ 他方、地域協働体や地域コミュニティ組織等において人的資源等の確保が課

題。地域の公務員ＯＢやＮＰＯなど組織外の人的資源を活用することなどを同

時に検討する必要がある。 

○ また、地域協働体や地域コミュニティ組織等のガバナンスのあり方としては、

まず地域協働の核となる地域協働体において適切なガバナンスを確保した上で、

個々の地域コミュニティ組織等においては、必要に応じたガバナンスを構築し

ていくべきであると考えられる。 

○ 会計管理の方策については、組織・団体ごとのばらつきが大きいが、会計状

況については比較可能性が担保されていることが望まれることから、今後、国

において、地域協働体や地域コミュニティ組織等がそれぞれの状況に応じて参

考としうるモデル例を作成して、情報提供するべきである。 
 

６ 地域コミュニティ組織等が直面する課題と地域協働体の機能 

○ 地域コミュニティ組織等は、活動の資金や人材面での深刻な資源不足に直面。

また、個人情報保護法制に係る過剰な対応が原因となって地域コミュニティ組

織等の活動に支障が生じている例がある。 

○ こうした課題の解決には、市町村や公務員ＯＢ、ＮＰＯ等が地域コミュニテ

ィ組織等と協力・支援が重要。その際、地域協働体は外部からの支援の受け皿

として機能するとともに、地域における外部支援の活用を総合的に調整。これ

により、地域協働の自主性を高めることが期待される。 

○ また、個人情報保護法制に係る問題については、まずは、具体的に、当該情

報の提供・活用が制度上問題となるのかどうか検討した上で、制度上問題とな

るものについては、地方公共団体の個人情報保護条例や審査会での対応を検討

するなど、地方公共団体において適切に対応していくことが望まれる。 
 

７ 経済活動の重要性の高まりと法人格 

○ 近年、特に農山漁村地域などにおいて、経済活動がコミュニティの活性化の

重要な要素となりつつあり、今後、状況に応じては、地域協働体や地域コミュ

ニティ組織等がより積極的に経済活動を行うことが想定されるとの指摘。今後、
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収益そのものを目的とした経済活動を展開することが可能であり、かつ法人の

メンバーシップが制度的に地域住民に限定される新たな法人制度について、よ

り詳細なニーズ等を踏まえ、検討を進める必要がある。 
 

８ 公務員の地域公共活動参加 

○ 市町村等の職員の地域コミュニティ組織等の活動への参加については、貴重

な人的資源の活用という観点から、より積極的に評価することが重要。なお、

その際、公務として参加するものか、個人的な活動かを峻別することが重要で

あり、この点について市町村等においてルールを設定することが望ましい。 
 

９ 新しい地域協働の仕組みを前提とした施設 

○ コミュニティ施設についても、地域協働体のあり方を踏まえたものとするこ

とが重要。具体的には、当該空間を利用する主体の独立性と主体間相互の連携

の程度が反映された設計プランとする観点が重要であり、「それぞれ独立してい

ながらも、ゆるやかにつながる」という視点から設計を検討することが有効。 

○ また、地域の住民による自主的、主体的な活動を促していく観点からは、事

業者の選定プロセスに地域協働体や地域コミュニティ組織等が関与することが

効果的。コミュニティ施設については、地域の伝統的な建造物を利用すること

や、廃校施設など地域住民の愛着のある既存の施設を改修する等、地域資源の

活用することが重要である。 

 

 

 

 


